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第３章　道路関連行政の現状第３章　道路関連行政の現状第３章　道路関連行政の現状第３章　道路関連行政の現状第３章　道路関連行政の現状

３－１　関連組織概要

（１） 道路分類と所管

　フィリピンにおいて、道路は大きく次の５つに分類されている。

１）　国道（National Road）

　幹線ネットワークを形成する道路で、主要な空港、港湾、公園を連結、あるいは沿岸域の

連結するもの。国道はさらに次の３つのグループに分類される；南北幹線道路（North-

South Backbone Road）、東西幹線道路（East-West Lateral Road）、その他戦略道路（Other

Strategic Road）

２）　州道（Provincial Road）

　広域都市圏を形成する道路で、都市域あるいは幹線道路と公共港湾や鉄道駅を連結するも

の。その他州議会が指定する道路。

３）　市道（City Road）

　都市域内の道路で市議会により指定された道路。

４）　町道（Municipal Road）

　市域内の道路で市議会により指定された道路。

５）　バランガイ道路（Barangay (farm-to-market) Road）

　市街地や工業・商業・住宅地域の外側の道路で、農場と市場とを結ぶ道路、又は、上記の

区分に含まれない道路で、バランガイ評議会で指定された道路。

※バランガイとは：50～100世帯の集落からなる、同国で最も小さく身近な地方自治体で、地域レベルの

政策を計画し実行するうえで基本となる組織。全国で４万1,935ある。

　これらの道路のうち、国道については公共事業道路省（DPWH）が、その他の道路は地方自

治体が管轄している。

　マニラ首都圏の道路整備については、DPWHのプロジェクト実施機関として都市圏道路事

業事務所（URPO）が組織され、首都圏域の大規模な道路の建設・改修工事を担当している。通

常の維持管理業務については、国の地方部局であるRegional Office（全国に16）の１つとして

首都圏を管轄する国家首都圏地域局（National Capital Region：NCR）により実施されてい

る。

　このほか、マニラ首都圏及びその周辺においては、政府系企業（Philippine National

Construction Corporation：PNCC）による高速道路の管理・運営（北・南ルソン高速道路な

ど）や、PNCCと外国企業との民間企業体による高速道路建設（メトロマニラ・スカイウェイな

ど）にみられるように、民間資金を活用した道路インフラの建設・運営が積極的に進められて
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いる。

（２） DPWH

　先に述べたように、マニラ首都圏の道路整備はDPWHの管轄下にあり、したがって、本調

査が対象とするマニラ市内の17の道路橋梁の維持管理や補修工事の実施はDPWHの指揮の下

に行われている。

　DPWHの所掌事務は規程上「インフラ、特に国道、洪水制御、水資源開発並びに国家の開発

目標に沿った他の公共事業の計画・設計・建設及び維持管理」となっている。

　図３－１にDPWHの組織図を示す。大臣（Secretary）の下に４人の次官（Undersecretary）が

いる。DPWHの官房機能は計画局（Planning Service）が担っており、海外からの援助案件の

窓口であるとともに、計画系のプロジェクトを所管している。この担当次官が本事前調査にお

けるI／A署名者のEncarnacion氏である。

　DPWHには、この計画局を含む総務・人事局など６つのService組織と、技術系の実施部門

として、設計局（Bureau of Design）、建設局（Bureau of Construction）、維持管理局（Bureau

of Maintenance）など５つのBureau組織がある。また、特定のプロジェクトごとに担当のプ

ロジェクト事務所（Project Management Office）が設置されており、前述のURPOもその１つ

としてマニラ首都圏おける道路案件プロジェクトの中核的役割を担っている。

（３） マニラ首都圏開発庁（MMDA）

　マニラ首都圏でのインフラ整備に関連する組織として、MMDAがある。このMMDAはマニ

ラ首都圏にある17の市・町の行政を統括する大統領府直属の機関であり、マニラ首都圏の交

通政策についても、大きなかかわり合いをもっている。本調査において、橋梁の通過交通量等

を検討する際の上位計画として位置づけるマニラ首都圏総合交通改善計画調査（MMUTIS）が

JICA開発調査により策定された際にも、そのカウンターパート側として中心的役割を果たし

ている。

　したがって、橋梁改修中の交通遮断・環境対策・スコッター対策・景観設計など、本調査の

主要課題となる事項の検討にあたっては、MMDAとも十分な意志疎通を図っていくことが、

調査成果に対して十分な実効性を担保するために不可欠であると考えられる。

３－２　道路の延長と整備状況

　フィリピンの道路整備は、1969年の「フィリピン交通体系整備計画」の策定を契機に本格的に始

まり、1979年の日本・フィリピン友好道路（Philippine-Japan Friendship Highway or Pan-

Philippine Highway or Daan Maharika）の第１期区間（Aparri（Luzon）－Davao（Mindanao）間、
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約2,100km）の管制により、フィリピンの経済発展に多大なインパクトを与え、その後毎年道路整

備が進み、国道クラスの道路延長が確実に伸びている。

　2000年時点のフィリピンの道路の総延長は約20万km（日本の約６分の１）、また国道延長は約３

万km（総延長の約15％、日本の国道延長のおよそ半分）となっている。内訳を表３－１に示す。

　一方、道路の舗装状況を見ると、着実な道路整備にもかかわらず、道路全体の舗装率はわずか

21％で、国道でさえも62％と国道の約４割弱がまだ未舗装のままとなっている。また、整備状況

は地域によっても大きなばらつきがあり、ルソン島北部、ビザヤ諸島北部、ミンダナオ島では、

舗装状況は全国平均に比べて非常に遅れている。舗装済みの国道でも、既に陥没、くぼみ等によ

り円滑な走行が不可能な区間も多く、舗装道路の全延長の約半分の区間は補修が必要な区間とい

われている。このため、フィリピン全体の国道では、約３割の区間しか正常な状態の国道はない

ということになる。

３－３　マニラ首都圏の交通現状と問題点

（１） 深刻化する交通混雑

　マニラ首都圏では交通混雑が激しく、環境も悪化している。このことは、フィリピンにおけ

る自動車の所有台数が1989～1998年の10年間で約2.3倍に増加していること、また、マニラ首

都圏の人口が1985～1995年の20年間に590万人から950万人に増加していることなどからもそ

の様子がうかがえる。マニラ都市圏の人口は2015年には1,300万人に達するという見方もあ

り、交通環境はますます悪化していくことが懸念されている。

　こうした状況に対応して、円借款によりインターチェンジの建設や交差点の改良工事などの

ハード面での対応や、週１回の車両使用の抑制（ナンバープレートによる識別）などのソフト面

での対応などが図られているが、依然として厳しい状態が続いている。

　したがって、本件調査においても、橋梁周辺での交通混雑の状況を分析し、橋梁部分が道路

交通のボトルネックとなっているような場合には、構造上のリハビリにあわせて車線数の増加

など機能アップへの対応策についても取り込むことで、首都圏の交通渋滞緩和の一助となるこ

とも期待される。

表３－１　フィリピンの道路現況（2000年12月現在）

全　国　道
幹線国道 二級国道

州 道 市 道 町 道
バラン
ガイ道

全道路

延長（km） 29,761 16,677 13,084 27,136 7,052 15,804 121,969 201,742
舗装率（％） 61.5 70.0 50.6 21.1 77.0 34.6 6.6 21.3
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（２） 道路インフラの維持管理

　フィリピンの道路整備は現在、1999～2004年までの６か年の中期開発計画に基づいて実施

されている。この計画では、新たな社会基盤の整備は極力抑制し、適切な維持管理、改修及び

補修（拡幅及び舗装の改良も含む）により、既存社会基盤施設の質の向上をめざしている。

　こうした流れのなかで、2002年３月には「地域開発のための緊急橋梁建設計画」が特借案件

として締結されるなど、地方幹線道のリハビリについては手当が進められているが、マニラ首

都圏ではほとんどが手つかずの状態で今日にいたっている。このまま放置されると、緊急的な

補修工事により交通が遮断されるよう事態が生ずるばかりでなく、重大な事故につながる恐れ

もあり、一刻も早く計画的な老朽化対策に着手する必要があると考えられる。
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第４章　道路橋梁計画の現状第４章　道路橋梁計画の現状第４章　道路橋梁計画の現状第４章　道路橋梁計画の現状第４章　道路橋梁計画の現状

４－１　道路計画

（１） 道路計画の概要

　マニラ首都圏の道路計画にあたり最も重要なのは、マニラ首都圏総合交通改善計画調査

（MMUTIS）の存在である。これは、交通計画において他の事業者や民間プロジェクトに対す

る上位計画である。

　MMUTISは、フィリピン政府の要請に基づき、日本政府がマニラ首都圏総都市交通改善計

画にかかわるマスタープラン策定調査を行うことを決定し、JICAがこの調査を実施し1999年

３月に最終報告として取りまとめたものである。

　MMUTISでは、①フィリピンにおける交通計画調査・教育に資するデータベース構築、②

マニラ首都圏における都市交通マスタープラン策定（目標年次2015年）、③中間整備計画（1999

～2004年）の策定が実施された。MMUTIS成果の概要を次に示す。

１）　マスタープラン

・土地利用

　適切な郊外核の開発を進めた分散型の土地利用など、交通基盤整備の効果が高いことが

示された。そこで交通基盤を含む都市開発により現実的に誘導可能な土地利用を設定され

た。調査対象地域の人口は2015年で2,371万人、うちマニラ首都圏は53％の1,258万人と

推定されている。

・Do-Maximum型ネットワーク

　マスタープランのめざす青写真となるべきネットワークが作成された。280kmの高速道

路、800kmの幹線道路、880kmの準幹線道路及び350kmの都市鉄道で構成されている。

・可能財源

　マスタープランの目標年次までに対象地域に割り当てられた可能な公的セクターの財源

は2,000～4,000億ペソと推計されている。また、中間整備期間中の可能財源は、500～

1,000億ペソと推計されている。

・マスタープラン・ネットワーク

　郊外部の都市核と中心部を効果的に結び、都市機能の適切な配置を誘導していくものと

され、115kmの高速道路、353kmの幹線道路、276kmの準幹線道路、197kmの都市鉄道・

バスウェイで構成される。道路のプロジェクト・コストは3,890億ペソ、都市鉄道・バス

ウェイでは、2,222億ペソと推計されている。なお、交通管理プログラムが重要な施策と

位置づけられ、300億ペソのプロジェクトが計画されている。事業化確定プロジェクト

（1,810億ぺソ）を含めたプロジェクト・コストは8,222億ペソである。
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２）　中期整備計画

　マスタープラン・ネットワークを構築するうえで戦略的に重要となる要素で構成され、

1999～2004年に実施・完成、もしくは建設着手すべきプロジェクトの計画とされている。

中期整備計画の策定にあたって、①総合性、②新戦略、実現性が基本方針とされている。

３）　結論と提言

　総合的な政策を積極的に進めない限り交通状況は引き続き深刻化するとし、①制度的に位

置づけられた整備計画、②交通管理の効率化、③市街化誘導戦略、④短期政策と長期戦略の

バランス、⑤財源の確保の重要性・必要性を指摘する一方で、柔軟な公共交通市場の存在や

需要管理政策に対する社会的認知等の利点を生かしていくべきであるとまとめられている。

　また提言は、①マニラ首都圏開発庁（MMDA）を交通管理の中心とする首都圏行政機能の

強化、②公共交通を主体とした都市開発の促進、 ③交通管理の改善と交通需要管理の強化、

④都市計画による交通インフラ整備や民間参加のルール確立によるインフラ整備の促進、⑤

自動車販売税、自動車登録税、燃料税の引き上げなどによる新規財源の確保とされている。

（２） 対象橋梁箇所における道路状況

　対象橋梁箇所における道路状況より、次の問題点と考察があげられる。

・MMUTISでは、主として道路新設が提案されており、都心の既設道路に架かる橋梁の拡

幅の事業化予定は明確ではない。しかしながら、ケソン橋は前後の取り付け道路より車線

数が少なくボトルネックとなっており、ボトルネック解消のため橋梁の車線数増が必要に

なると考えられる。

・また、アヤラ橋は施工に伴う車線制限（北行きは１車線規制）により渋滞を生じており、交

通管理を考慮した施工計画が必要であろう。

・MMUTISの交通量予測と現地交通渋滞事情が事実上リンクしていないように見受けられ

る。MMUTISに拡幅等が予定されていない路線の橋梁についても拡幅等の対策が必要に

なるものと考えられる。しかしながら、これらをリンクさせるために決定権（事業費等）を

もつ事業者間における十分な調整が必要になるものと思われる。

・2005年からの５か年計画において、再度ネットワークと現在の渋滞状況を加味した見直し

が必要になるかもしれない。また、各路線の重要性を明確にし、主体的に整備優先度を設

定していくことも必要であろう。

・今回調査した17橋は、一般道としてネットワーク上のランクも高いと考えられ、自然災害

（地震・水害等）に対して今後フィリピンで作成されるハザードマップ等を考慮しながら耐

震補強等の対策が必要と考えられる。
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４－２　維持管理／健全度調査

（１） 維持管理状況

　フィリピンにおける維持管理上の課題としては、２つに大別されると思われる。

　第１は、橋梁点検の結果を踏まえた維持管理手法の実施である。同国においては1989年に

実施された「フィリピン国幹線道路主要橋梁改修計画調査」にて維持管理マニュアルが整備され

ており、それに基づき定期点検を行い、点検シート等の作成を行っている。その結果を踏まえ

た維持管理の主体となる清掃や塗装、舗装打換え補修などの実施計画を予算を配慮しながら策

定し、実行していかなければならない。今回の事前調査においては、点検シートの存在は確認

されたが、現地調査の結果では、PCゲルバー部に樹木の存在や鋼桁の発錆などがあり、十分

な維持管理が行われていない状況にあると思われる。また、それを実行する技術者の数と技術

力も不足しているように思われる。したがって、今後、既存の維持管理マニュアルのレビュー

を実施し、特に、点検履歴の記録方法、点検後の計画的な維持管理手法に関する技術移転が必

要になると思われる。あとで詳細に述べるアヤラ橋の補修補強を現在同国の技術者のみで実行

中であるが、それにいたるまでの点検履歴、補修補強検討、補強施工計画までのプロセスに関

して課題が多く、本邦からの技術指導が必要である。

　第２は、橋梁に対する船舶の衝突防止に対する問題である。同国の地形からくる橋梁下と河

川とのクリアランス不足、及び河底に堆積している土砂等の影響で貨物船舶等による橋梁への

衝突が発生している。しかしながら、橋梁が多大な損傷を受けているのに対して、この問題に

橋梁管理者として積極的に取り組む認識の欠如や国全体の組織体制に問題があると思われる。

少なくとも現状実施可能な対策、例えば、低廉な航路規制表示等は即実施した方が良い。その

まま放置すると最悪落橋する場合も十分考えられる。

（２） 健全度調査結果

１）　アヤラ橋の補修、補強状況（Strengthening）

　アヤラ橋においては、今回の事前調査を行う前に通行車両５tf 規制を行っており、健全

度の評価が急がれていたので、公共事業道路省（DPWH）、国家首都圏地域局（NCR）との打

合せ時を緊密に行った。しかし、現在実施している５tf 規制の契約書類などは存在してい

たが、技術的根拠の情報は得られなかった。今後、本格調査時に確認する必要がある。ま

た、現在実施している補強設計の考え方、施工計画に関しても課題があり、早急に補強に関

する情報が必要であり、以上についてはM／Mにおいても明記している。今後、同橋の

フィージビリティ調査（F／S）を行うにあたり、それらを踏まえて十分な調査が必要である。

以下に、今回の事前調査で実施した現場調査結果、及びDPWH、NCRの技術者との打合せ

の結果を踏まえて今後至急実施する必要がある調査・確認項目を示す。
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①　今回の補強は、トラス格点部の腐食に対する補強であるが、その補強効果を確実なもの

にするためには、死荷重、活荷重状態での橋梁全体の力の伝達・分配、補強格点構造部の

応力状態及び補強後に確実に力の伝達が行われているかをFEM解析等を用い的確に把握

し、それに伴った補強ステップを行う必要がある。

②　今回実施している補強方法では、以下の点で課題がある。

・リベットを摩擦高力ボルトに交換している（十分な計算が必要である）。

・今回の補強で最も重要な摩擦高力ボルトの施工に対して、摩擦面の処理、トルク管理が

十分に実行されていない。

・補強カバープレートを用いて下弦材の腐食部を補強しているが、ほとんど力は伝達でき

てないと思われ、また、補強プレートとして剛性不足であると思われる。また、リベッ

ト頭に溶接して補強プレートを接合しているが、ほとんど力は伝達しないと思われる。

さらに、溶接可能な母材か疑問であり、溶接工の技術能力、溶接設備も貧弱である。

③　本格調査で実施予定の荷重車によるひずみ計測結果によるが、今回の補強が完了しても

現行の５tf 規制については行う必要があると思われる。

２）　船舶の衝突による損傷（Management）

①　鋼橋・PC橋の桁下へ船舶の衝突による損傷が多く見受けられ、PC橋梁で主鉄筋とPC

シース管の露出、鋼橋では下フランジの変形が生じていた。

②　橋脚を防護する防弦材の破損があった。

３）　老朽化対策（Rehabilitation）

①　トラス、アーチ橋の格点部に腐食が発生していた。今後、詳細調査を行い健全度診断が

必要であり、その結果を踏まえて補修・補強の実施の判断が必要である。

②　PCゲルバー部のクラックは、高度な技術が求められる補強になるため十分な調査・検

討を行う必要がある。

③　床版からの漏水が原因で主桁の腐食が発生しており、今後、詳細調査を行い、補強方法

を検討し、実施する必要がある。

４）　改良（Retrofitting）

①　主桁・縦桁及び横桁などの間隔が大きく、一部の橋梁では主桁間隔が3.5m程度あり、

現在の交通量及び大型車量の通行、車両の大型化を考慮すると、床版補強、若しくは縦

桁・横桁増設等に関する調査が必要である。

②　耐震性向上を図るためF／Sで重要度の高い橋梁から橋脚補強、落橋防止、縁端拡幅等

の耐震補強の調査が必要である。
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４－３　橋梁設計

　今回、現況を調査した既設橋の多くは約50年前から順次設計・施工されたもので、これらは設

計・施工当時の米国の橋梁設計基準であるAASHO（現在はAASHTO）を基にして設計されている。

　一方、現在はフィリピンの“DPWH Design Guidelines”に基づいて、各プロジェクトごとにコ

ンサルタントがDPWHと調整しながら、AASHTOの各項目を取り入れていることにより、設計・

施工にあたっている。なお、“DPWH Design Guidelines”は、DPWHにおいて改定作業中である

（完成時期は未定）。
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第５章　環境予備調査結果第５章　環境予備調査結果第５章　環境予備調査結果第５章　環境予備調査結果第５章　環境予備調査結果

５－１　環境法規

（１） 環境政策と行政

　フィリピンの環境関連省庁には、環境保全戦略の実施機関である環境天然資源省

（Department of Environment and Natural Resources：DENR）、また同省には環境管理、

環境アセスメントに関する法律の策定・執行を行う環境管理局（Environmental Management

Bureau：EMB）がある。首都圏の主要河川の水質管理に関してはDENRが、その他の地域に

ついてはDENR地域事務所が所管する。ただし、ラグナ湖の水質管理はラグナ湖開発庁

（Laguna Lake Development Authority：LLDA）が所管する。首都圏の廃棄物に関してはマ

ニラ首都圏庁（MMDA）が所管している。

　環境政策は、1977年に制定され、現在も活用されている２つの環境法、すなわち大統領令

フィリピン環境政策PD1151（Philippine Environment Policy（1977））と大統領令フィリピン

環境法典PD1152（Philippine Environment Code（1977））に示されている。PD1151第４条は、

環境影響評価（EIA）制度を政策実施課題とする。PD1152は、PD1151の政策理念を受け、大

気、水質、土地、天然資源、廃棄物の５つについて一定の規制を設けている。これらを具体化

するために、以下の法・規則などが規定されている。

PD856：衛生法（1975）

PD984：公害規制法（1976）

DAO92-26：公害防止行政官用新ガイドライン

DAO94-20：環境管理部門用分析料金表

DAO98-63：DENR承認環境分析室設置のためのガイドライン

RA7160：清掃、衛生及び固形廃棄物管理プログラム準備に関する地方部局の法執行機能

を含むフィリピン自治体法

　環境アセスメントについては、以下の法・規則などが規定されている。

PD1586：フィリピンEIA制度の設定

DAO96-37：EIA手続きマニュアル。これはEIAを円滑に行うために、DENR職員、事業

者、EIA実施者、政府機関環境部局、地方自治体職員、NGO、民間団体、あるい

は利害関係者のための入門書として作成されている。また、新DAOの各規則や節

を実行するのに要する段階や手続きを明らかにすることをねらいとする。このマ

ニュアルは、EIAの技術面よりはむしろ手続きに重点を置く。

DAO96-37：EIA制度を強化するための1992年改正DENR省令№21。

DAO2000-05：EIA制度において、DENR省令№94-11を改正し、1996年DENR省令№96-



－29－

37を補則することにより、プログラムに従った応諾手続きを設ける。

MC01-2000：選定プロジェクトの初期環境調査（IEE）チェックリスト

MC03-2002：選定プロジェクトの追加IEEチェックリスト

（２） 公共事業道路省（DPWH）の環境関連組織

　DPWH－EIAプロジェクトオフィス（EIAPO）は1992年に設立され、DPWH事業部門と

DENRとの橋渡しの役割を果たしている。チーフはMs. Belinda Fajardoで、職員は約10名で

ある。職員はプロジェクトを担当するDPWH各セクション（例えば、PMO－アジア開発銀行

（ADB）、PMO－国際復興開発銀行（IBRD）、都市圏道路事業事務所（URPO）等のような事業

部門）から派遣され、EIAを担当する。有効なシステム開発を含む能力強化はIBRDの援助の

下に進行中である。能力向上のほかにDPWHは「主要道路沿いの植林と生態系の保護／保全に

関する委員会」と呼ばれる省庁間委員会を創設した。委員会は運輸通信省（DOTC）、DENR、

内務自治省（DILG）等から構成される。C-5プロジェクトでは、道路の美観がよく考慮され、

新規に提案された道路向上プロジェクトに対するJICAのフィージビリティ調査（F／S）では、

道路環境緩和策が取り入れられている。

　Ms. Belinda Fajardoは本プロジェクトの環境担当になる予定である。DPWH－EIAPOで

は現在、世界銀行道路案件の住民移転問題に取り組み、移転ガイドラインの作成に関与してい

るので、EIAPOの参加は、本プロジェクトに役立つと思われる。

（３） EIAの手続き

　EIA制度は、従来の制度をより強化するため、改正が加えられ、DENR省令第37号（1996年）

が交付された。その対象事業を、環境に重大な影響を及ぼす事業に対して、重工業、資源採取

産業、インフラ事業及びゴルフ場の４種、また環境上重要な地域での事業に対して、国立公

園、地下水涵養域、サンゴ礁など12種としている。インフラ事業にはそれぞれ主要なダム、

発電所、埋め立て及び道路橋梁をあげている。したがって、本プロジェクトは、この制度に

従って環境影響評価を行うことになる。コンサルタントはEIA手続きマニュアル（1998年第２

版）に従って評価作業を進める。事業者（DPWH）は、環境影響評価書案（Draft EIA）をEMBに

提出し、EMBは所定の手続きの下（図５－１参照）で審査し、環境応諾証書（ECC）の発行、

Draft－EIAの変更、ECCの不発行のいずれかの判断をする。

　EIAはDENRに登録されたコンサルタント会社でないとできないことになっている。現在、

42社登録されている。
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事業者（DPWH）

DENR事務局との協力

環境上重要な場所？

重大影響プロジェクト？

DENRによる免除証の発行

プロジェクト概要

（PD）

環境影響評価

（EIA）の準備

公聴会／スコーピング

DENRによるレビー／評価

環境応諾証書（ECC）の受領

事業の実施

重大影響

プロジェクト

環境上重要な場所

でのプロジェクト

事後評価

モニタリング

YESYES

NO

NO

図５－１　ECCの取得プロセス
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　例としてDPWHによる橋の架け替え事業に対する環境影響評価書の構成を次に示す。

--------------------------------------------------------------------------------------
書名：Meycauayan橋の架け替えに対するIEE、2000年11月、DPWH－EIAPO
構成：
概要
略語と頭字語
事業
１．はじめに
２．背景
３．プロジェクト概要
４．データ収集と方法論
５．環境調査と評価
６．社会経済調査と評価
７．プロジェクトサイトの環境条件
８．プロジェクトの水理状況
９．橋の土壌条件
10．橋建設に影響を及ぼす他の要素
11．結論
橋梁建設に対するチェックリスト
ⅰ．一般情報
ⅱ．現実の環境の記述
ⅲ．環境影響チェックリスト
ⅳ．顕著な影響の概要
ⅴ．環境管理計画
スクリーニングチェックリスト
ⅰ．プロジェクト確認
ⅱ．チェックリスト（環境パラメーター）
ⅲ．チェックリスト（物理パラメーター）
ⅳ．概要
ⅴ．地理上の位置
略語と頭字語
地図
写真
地方部局からの証明書
事業者の説明書
EIA準備者の説明書
付録
計画橋梁
協同ミーティングの結果としてのDENRへの手紙
地方部局による住民説明会

--------------------------------------------------------------------------------------

　DENRの要請書によると、長さ80m以上、あるいは４径間以上を有する橋を新設する場合、

EIAが必要とされる。再建や改修をする場合は、その場所の条件によりEIAを要するか、ある

いはIEEだけで済むかも知れない、としている。EIAを必要とする場合、ECC発行前に地域の

地質特性、地震分布、地盤災害評価等についてまとめた「環境地質土質評価レポート

（Environmental Geological and Geotechnical Assessment Report：EGGAR）」をDENRへ

提出することが求められている。
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（４） 社会条件

　DENR省令第37号（1996年）の主な目的の１つに「プロジェクトの社会での受け入れを確保す

るためにEIA実施のなかで最大限の市民参加を促すべきである。そうすることによってこのプ

ロジェクトの環境影響を最も考慮することができる」とある。これに基づき、EIAを円滑に実

施するために、事業者とコンサルタントは社会準備活動を行う。活動は、①市や区レベルの各

首長との会話、②周知活動、③区の集会の開催、④中心的グループとの議論及び、⑤その他の

方法によるコミュニティーへのコンサルテーションから成る。これらの活動を通じて、事業者

と地域社会とは慣れ親しみ、信頼関係をある段階まで構築できる。

〈スクォッター〉

　パッシグ川再生計画（PRRP）では各種の活動が展開されてきた。このうちスクォッターの

移転が行われた。1995年以降1999年までに、水上家屋居住者1,771世帯のうち1,267世帯（72

％）の移転が行われた。また河川敷内の不法居住者11,029世帯のうち2,563世帯（23％）が移

住した。これらの移住者に対しては、職業訓練や、ローンなどいろいろな方法で支援の手が

差し伸べられている。最近のMMDA報告によると、これまで3,380世帯がマニラ近郊の学校

を含む基本的な施設を整えた新居住地に移転した。パッシグ川再生委員会（PRRC）は、2004

年を目処に8,000とも数えられるスクォッターを移転し、堤防10m幅を公園・遊歩道として

整備する計画である。

　DPWHは、マニラ首都圏総合都市交通プロジェクト（Metro Manila Urban Transport

Integrated Project：MMURTRIP）の実施に際して、「土地取得、再定住及び社会復帰のため

の政策の枠組み、2001年１月」を作成した。そのなかで、重要な社会配慮として、不本意な再

定住、住民への周知と住民参加及び軽視され脆弱なグループの保護の、３つをあげている。本

プロジェクト、特にスクォッターに関係する部分を抜粋して以下にまとめる。

１）　再定住政策の目的と原則

　この再定住政策は、政府のプロジェクトが共通の幸福に役立たねばならないという原則に

基づいている。しかしながら、このようなプロジェクトの設計と実施において、次のことを

確保するためにあらゆる努力が払われねばならない。

①　負の社会的・物理的影響が避けられ、最小化され又は緩和される。

②　プロジェクト影響者（Project Affected Persons：PAPs）を含む誰もがプロジェクトから

恩恵を受ける。

③　PAPsは喪失する資産に対して十分な補償と援助が受けられる。そして、それらは彼ら

を改善するのを助けるか、少なくともプロジェクト前の彼らの生活水準を維持する。

④　プロジェクト利害関係者（PAPsを含む）は、プロジェクトの設計、実施及び運営に関し
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て相談される。

２）　制度と法的枠組み

　DPWHは移転対象地区住民とよい関係を保つよう特別の配慮を払い、補償問題と苦情に

対して迅速な対応をする。また、DPWHは、移転活動計画（Resettlement Action Plan：

RAP）の作成と実施に際して、PAPsが積極的に参加できる機会を得られるよう保証する。

　再定住政策の全体目的は、次のフィリピン共和国憲法第Ⅲ条第１節と第Ⅱ条第９節に基づ

く。

第Ⅲ条第１節：何人も正当な法的手続きなしに生命、自由及び財産を奪われてはならな

い、また何人も法の公平な保護を否定できない。

第Ⅱ条第９節：私有財産は、正当な補償なしに、これを公共のために用いることはできな

い。

　再定住政策に関する法令や規則は、以下のとおりである。

①　PD17（改定道路法）

②　EO113（1995）、EO621（1980）

③　EO1035

④　PD1818（1981）

⑤　MO65、Series of 1983

⑥　最高裁判所決定（1987）

⑦　DO142（1995）

⑧　RA6389

⑨　共和国令7279（1992）及びRA8368（1997）

・いわゆる“危険場所”で不法構造物の建築を禁止する。

・補償なしで、このような不法構造物の立ち退きと取り壊しを行う。

・1983年前に建てられたスクォッター家屋は、立ち退き前に移転の支援を受ける資格を

有することがRA8368（1997）により改定された。

⑩　AO50（1999）

⑪　RA8974

３）　補　償

　公共用地に建つ構造物（掘立て小屋を含む）の所有者に対しては、補償はしない。ただし、

国家住宅庁（National Housing Authority：NHA）は、地方部局や実施機関と共同して、

RA7279（前述）に従いスクォッターに再定住地を与える。立ち退きにより、生活手段を維持

できなくなり、新しい収入源を得られなくなる場合には、職業訓練、開発活動等の社会復帰

支援が得られる。
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４）　実行組織

　DPWH－URPOは、関連機関と協同で、移転活動と土地取得を含むプロジェクト実施の

全責任を負う。また、DPWH－EIAPOは、RAPの実施に際してURPOに技術支援を行う。

EIAPOは、RAPに関して、準備作業、予算作成（補償費、再定住コスト、運用費を含む）、

再定住実行委員会（Resettlement Implementation Committee：RIC）への指導、地域事務

所との補償クレーム処理、URPOと融資先へのモニタリング結果報告などを行う責任があ

る。RAPの成功のために、スクォッター家族の再定住に関する実施事務局（Action Office on

Resettlement of Squatter Families：AORSF）が設けられ、RIC、URPO及びEIAPOと緊

密な連携を取る。

５－２　プロジェクト概要及びプロジェクト立地環境

　既存資料及び現地踏査の結果を取りまとめ、表５－１にプロジェクト概要、表５－２にプロジェ

クトの立地環境を示した。

　また、プロジェクト地域の環境概要を次に示す。

（１） 大気汚染

　マニラ首都圏の大気汚染モニタリングは、DENRの環境管理局環境質課（Environmental

Quality Division of Environmental Management Bureau：EMB－EQD）と協同してDENR

国家首都圏地域局（NCR）により10か所（Valenzuela、Pagasa、Quezon Avenue、East

Avenue、EDSA－Quezon City、Araneta Avenue、Makati City、Ateneo、Las Pis、Pasig

City）で行われている。全浮遊粒子状物質（TSP）はすべての測定点で行われている。Ateneo地

点では硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）及びオゾン（Photochemical oxidant）がオートサ

ンプラーにより測定されている。

　首都圏の大気汚染は硫黄酸化物を除くと自動車の排気ガスが最大の原因となっている。硫黄

酸化物の大部分は、工業・エネルギー（固定発生源）によるものである。

（２） 水質汚濁

　パッシグ川水系では、DENRのEMB－EQDにより以下の９か所（Marikina Bridge、Vargas

Bridge、Laguna de Bay、Bambang Bridge、Guadalupe Bridge、Lambingan Bridge、

Sanchez Bridge、Jones Bridge、Manila Bay）で、水質モニタリングが行われている。モニ

タリングは乾期と雨期の年２回、水質サンプルは物理化学パラメーター、重金属、細菌類、有

機物質及び農薬につき分析される。マニラ湾では貝類に対し関連項目が分析される。

　溶存酸素（DO）については、1998～2000年の３年間で、調査地点７（San Juan川下流）を除
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き、ほとんどすべての測定地点で改善傾向がみられた。しかし、水質環境基準値（５mg/L）と

比較すると、2000年でもなお４地点で基準値を満たしていない。

　生物化学的酸素要求量（BOD）については、1998～2000年の３年間で、調査地点７（San Juan

川下流）を除き、ほとんどすべての測定地点で改善傾向がみられた。しかし、それでも調査地

点７ではBOD基準値（Cクラス１mg/L）を超過している。

（３） 廃棄物

　DENRの報告によると、首都圏では、１日6,500tの固形廃棄物が発生しており、回収率は85

％で、残りは燃やされるか川に捨てられていると推定されている。収集されたゴミは１％がリ

サイクルされているだけで、ほとんどは４か所ある処分場に埋め立てられている。処分場は、

２か所の衛生埋立地（Carmona、San Matio）と２か所のオープンダンプサイト（Payatas、

Catmon）からなるが、前者は近々満杯になると推定されており、一方、後者は閉鎖する計画

となっている。

５－３　スクリーニング及びスコーピングの結果

　JICA開発調査環境配慮ガイドライン（道路）のフォーマットを用いて、スクリーニングとスコー

ピングを行った。同作業は、URPO担当者にJICA手続きを説明しながら行った。表５－３にスク

リーニング、表５－４にスコーピングの結果を示した。重大なインパクトが見込まれるもの（A）

は、「住民移転」の１項目となった。また、多少のインパクトが見込まれるもの（B）は、「交通・生

活施設」「保健衛生」「廃棄物」「河川流況」「動植物」「景観」「大気汚染」「水質汚濁」「土壌汚染」及び「騒

音・振動」の10項目となった。不明（C）の項目が２項目及びほとんどインパクトは考えられないも

の（D）が10項目という結果となった。

　（A）、（B）及び（C）に関して、環境調査の方針（案）を表５－５（p.39）にまとめた。
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表５－１　プロジェクト概要

項　　　目 内　　　容
プロジェクト名 フィリピン国パッシグ・マリキナ川橋梁改善計画調査

背　　景
マニラ首都圏内の交通にとって、橋梁は重要な存在である。しかし、近年、
老朽化、車両の大型化、低設計レベルにより橋梁の健全性の確保が危ぶまれ
ている。

目　　的
パッシグ・マリキナ川に架かる17橋梁のうち、問題のある橋梁の改善計画を
立案し、あわせて改善工事に伴う迂回路の設定など、交通管理計画を策定す
る。

位　　置 パッシグ・マリキナ川に架かる17橋梁地点
実施機関 公共事業道路省都市圏道路事業事務所
稗益人口 マニラ首都圏人口1001万人（1998）
計画諸元
計画の種類 新設／○改良
計画道路の性格 高速／○一般、　○都市部／地方部、　○平地部／山地部
計画年次／交通量 M／P　2023年　　F／S　2013年　　　台／時　（　　　台／日）
延長／幅員／車線数 　　m／　　m／　　車線
道路構造 盛土／高架／地下／その他（　　　　　　　　　　）
付属施設 インターチェンジ：　　箇所、料金所：　　箇所
その他特記すべき事項
注）記述は既存資料によりわかる範囲内とする。

表５－２　プロジェクトの立地環境

項　　　目 内　　　容
プロジェクト名 パッシグ・マリキナ川橋梁改善計画調査

地域住民（居住者／先住民／計画に対する意識等）
橋の周辺はスクォッター居住地と住宅密
集地である。

土地利用
（都市／農村／史跡／景勝地／病院等）

都市部の住宅地

社
会
環
境 経済／交通
（商業／農漁業・工業団地／バスターミナル等）

商業

地形・地質
（急傾斜地・軟弱地盤・湿地／断層等）

平地、湿地帯
自
然
環
境
貴重な動植物・生息域
（自然公園・指定種の生息域等）

なし

苦情の発生状況（関心の高い公害等） 不明公
害 対応の状況（制度的な対策／補償等） 不明
その他特記すべき事項 特になし
注）記述は既存資料によりわかる範囲内とする。
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表５－３　スクリーニングの結果

環　境　項　目 内　　　容 評　　　定 備　考（根拠）

１ 住民移転
用地占有に伴う移転（居住
権、土地所有権の転換）

○有・無・不明 用地に住居がある

２ 経済活動
土地等の生産機会の喪失、
経済構造の変化

有・○無・不明
新たな事業用地の取得はほと
んどない

３ 交通・生活施設
渋滞・事故等既存交通や学
校・病院等への影響

○有・無・不明
工事中の渋滞、供用後の交通
量の増加

４ 地域分断
交通の阻害による地域社会
の分断

有・○無・不明
むしろ渋滞の緩和により好転
する

５ 遺跡・文化財
寺院仏閣・埋蔵文化財等の
損失や価値の減少

有・無・○不明 埋蔵文化財が不明

６ 水利権・入会権
漁業権、水利権、山林入会
権等の阻害

有・無・○不明 漁業権、水利権が不明

７ 保健衛生
ゴミや衛生害虫の発生等衛
生環境の悪化

○有・無・不明 工事関係者の流入

８ 廃棄物
建設廃材・残土、一般廃棄
物等の発生

○有・無・不明
工事中の発生（残土、一般廃
棄物）

社

会

環

境

９ 災害（リスク）
地盤崩壊・落盤、事故等の
危険性の増大

有・○無・不明 大規模造成はない

10 地形・地質
掘削・盛土等による価値の
ある地形・地質の改変

有・○無・不明 大規模造成はない

11 土壌浸食
土地造成・森林伐採後の雨
水による表土流出

有・○無・不明 大規模造成はない

12 地下水
掘削工事の排水等による枯
渇、浸出水による汚染

有・○無・不明 大規模掘削はない

13 湖沼・河川流況
埋立や排水の流入による流
量、水質の変化

○有・無・不明
橋脚等の構造物によりあり得
る

14 海岸・海域
埋立地や海況の変化による
海岸浸食や堆積

有・○無・不明 河川地区

15 動植物
生息条件の変化による繁殖
阻害、種の絶滅

○有・無・不明
橋梁工事中、完成後の水生生
物への影響

16 気　　象
大規模造成や建築物による
気温、風況等の変化

有・○無・不明 大規模な構築物はない

自

然

環

境

17 景　　観
造成による地形変化、構造
物による調和の阻害

○有・無・不明 橋梁構造物の視認

18 大気汚染
車両や工場からの排出ガ
ス、有毒ガスによる汚染

○有・無・不明
工事用車両の通行に伴う粉じ
んの発生

19 水質汚濁
土砂や工場排水等の流入に
よる汚染

○有・無・不明 河川の浚渫や橋梁基礎工事

20 土壌汚染
粉じん、農薬、アスファル
ト乳剤等による汚染

○有・無・不明 工事中のみ

21 騒音・振動
車両等による騒音・振動の
発生

○有・無・不明 工事中と供用後

22 地盤沈下
地盤変状や地下水位低下に
伴う地表面の沈下

有・○無・不明
地下水の大規模な揚水はしな
い

公

害

23 悪　　臭 排気ガス・悪臭物質の発生 有・○無・不明 悪臭の発生はない
総合評価：IEEあるいはEIAの実施が必要となる
　　　　　開発プロジェクトか

○要・不要
影響の考えられる項目が多く
ある
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表５－４　スコーピングの結果

環　境　項　目 評定 根　　　拠
１ 住民移転 A 河川敷の住民（スクォッター）の移転があり得る
２ 経済活動 D 新たな事業用地の取得はほとんどない
３ 交通・生活施設 B 工事中の渋滞、供用後の交通量の増加
４ 地域分断 D むしろ渋滞の緩和により好転する
５ 遺跡・文化財 C 埋蔵文化財が不明
６ 水利権・入会権 C 漁業権、水利権が不明
７ 保健衛生 B 工事関係者の流入
８ 廃棄物 B 工事中の発生（残土、一般廃棄物）

社

会

環

境

９ 災害（リスク） D 大規模造成はない
10 地形・地質 D 大規模造成はない
11 土壌浸食 D 大規模造成はない
12 地下水 D 大規模掘削はない
13 湖沼・河川流況 B 橋脚等の構造物によりあり得る
14 海岸・海域 D 河川地区
15 動植物 B 橋梁工事中、完成後の水生生物への影響
16 気　　象 D 大規模な構築物はない

自

然

環

境
17 景　　観 B 橋梁構造物の視認
18 大気汚染 B 工事用車両の通行に伴う粉じんの発生
19 水質汚濁 B 河川の浚渫や橋梁基礎工事
20 土壌汚染 B 工事中のみ
21 騒音・振動 B 工事中と供用後
22 地盤沈下 D 地下水の大規模な揚水はしない

公

害
23 悪　　臭 D 悪臭の発生はない

（注１）評定の区分：

A ：重大なインパクトが見込まれる

B ：多少のインパクトが見込まれる

C ：不明（検討をする必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮に入れ

ておくものとする）

D ：ほとんどインパクトは考えられないためIEEあるいはEIAの対象としない

（注２）評定にあたっては、該当する項目別解説書を参照し、判断の参考とすること
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表５－５　スコーピング結果に基づく環境調査の方針（案）

環　境　項　目 評定 本格調査の方針 備　　　考

１　住民移転 A
移転対象住民の数、経済的状況と
移転先の状況

移転住民意識調査

３　交通・生活施設 B
交通現況、将来土地利用、交通計
画調査

交通量調査

７　保健衛生 B
地域の保健衛生状況調査、衛生教
育計画

工事関係者の大量流入期間

８　廃棄物 B
建設残土等発生量の把握、廃棄物
処分計画の策定

別途実施の工事計画作成結果使用

13　湖沼・河川流況 B 不定流解析、水文調査解析等
別途実施の水理・水文調査結果使
用

15　動植物 B
貴重動植物の調査、地域住民の利
用状況

資料調査による

17　景観 B 修景計画の作成 橋梁構造物の視認

18　大気汚染 B
大気汚染に対する住民の意識調
査、大気汚染現況調査、予測

苦情等の資料調査、将来交通量に
対する大気汚染予測

19　水質汚濁 B
水質、底質の現況調査、水質汚染
予測

排水の１次処理、希釈効果の予測

20　土壌汚染 B 地質、地形、水利用状況調査 資料調査による

21　騒音・振動 B
周辺の土地利用（学校、病院、住
居）調査

苦情等の資料調査による

５　遺跡・文化財 C
文化財関連法規の調査、保護ある
いは移転工事計画、工法

資料調査による

６　水利権・入会権 C
水利権・入会権調査、水利用の現
況調査

資料調査及び聞き取り調査

（注１）評定の区分

A ：重大なインパクトが見込まれる

B ：多少のインパクトが見込まれる

C ：不明（検討をする必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮に入れておくものと

する）

D ：ほとんどインパクトは考えられないためIEEあるいはEIAの対象としない
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第６章　本格調査への提言第６章　本格調査への提言第６章　本格調査への提言第６章　本格調査への提言第６章　本格調査への提言

６－１　調査の基本方針

（１） 調査の背景

　マニラ首都圏では、近年の人口及び自動車保有台数の急激な増加により、慢性的な渋滞や関

連する環境問題が深刻となっている。特に、マニラ首都圏は、パッシグ川・マリキナ川の両河

川により地域が分断されており、これらの地域を結ぶ橋梁部分に交通流動が集中し、交通渋滞

が生じやすい状況にある。このため、マニラ首都圏内の交通にとって各橋梁部における円滑な

交通流動の確保は重要な課題となっている。

　しかしながら、橋梁の老朽化や近年の車両の大型化による建設時の設計条件とのかい離等に

より、構造自体の健全性に問題がある橋梁も見られ、早急な改善が望まれている。

　このため、本調査においては、パッシグ・マリキナ川に架かる既存橋梁の健全性や今後の交

通需要に対する容量の調査・評価を行うとともに、問題のある橋梁に対して改善計画の立案を

行うものである。

　また、あわせて、橋梁の改善工事（架替え、補強、補修等）を行う際の、交通への影響を最小

限に抑えるための、迂回路の設定などの交通管理対策についても立案するものである。

（２） 調査の目的

　橋梁構造自体の老朽化が進むパッシグ・マリキナ川の重要な橋梁に対して、健全度調査を実

施しする。その結果に基づき、我が国の最新設計・施工技術を導入しつつ、橋梁改善のマス

タープラン策定とフィージビリティ調査（F／S）を実施する。また、カウンターパートに対し

て技術移転を実施する。

（３） パッシグ・マリキナ川橋梁の問題点

　パッシグ・マリキナ川橋梁の問題点として、次があげられる。

・要請17橋梁はマニラ首都圏の交通量急増と不十分な維持管理により、老朽化が激しい。特

に、アヤラ橋は主構接続部が腐食しており、応急措置として補修工が実施され、通行車両

は５tf に制限されている。しかしながら、現在、施工中の補修工は根本的な措置からは

ほど遠い。

・要請17橋梁は予想される地震・風水害等の自然災害に対して脆弱である。

・パッシグ川沿いの橋梁は船舶の衝突により損傷がひどい。

・マニラ首都圏の道路交通量の急激な増大に対し、各橋梁の容量不足により、首都圏道路交

通のボトルネックとなっている。将来の一層の道路交通量の増大に対処するためには、こ
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れまでの各橋梁ごと単独の拡幅等の対応手法ではなく、河川を横断する交通流動を総合的

に分析し、各橋梁が分担すべき機能を明らかにし、橋梁全体として最大限の処理能力を確

保できるよう、検討を進めるべきである。

（４） 調査の概要

　「（３）パッシグ・マリキナ川橋梁の問題点」にて示された問題点を解決するための本調査の概

要は次のとおりである。

・調査は次の３段階にて実施される。

①　既存データ収集と橋梁現況調査

②　パッシグ・マリキナ川橋梁改善マスタープランの策定

③　優先橋梁改善プロジェクトのF／S

・①では、既存データ収集、既存橋梁調査・評価（健全度調査を含む）が実施される。

・②では、①の結果に基づく橋梁改善マスタープランを策定し、整備優先度の高い橋梁を選

定する。マスタープランの目標年度は2023年とする。

・③では優先度の高い橋梁に関するF／Sを実施する。目標年次は2013年とする。F／Sを実

施する橋梁数は、事業費と財源を勘案し、JICA側と公共事業道路省（DPWH）側が協議し

て決定することとする。

・アヤラ橋は事前調査での現地踏査結果、関係者ヒアリング結果及び関連文書の検討結果よ

り、早急な対策が必要であることが明らかになったため、上記の①～③の調査段階とは別

に、調査開始直後より橋梁の詳細点検とF／Sを実施することとする。

６－２　調査対象範囲

　調査対象範囲は、パッシグ・マリキナ川の17橋梁と接続道路・周辺地域とする。

６－３　調査項目とその内容、範囲

（１） 既存データ収集と橋梁現況調査

１）　既存データ収集とレビュー

　以下に示すデータを収集し、その内容のレビューを実施する。

①　社会経済条件、自然条件（地形、土質、地質、河川他）、環境条件

②　国家、地域レベルでの社会資本、交通運輸、河川整備にかかる開発計画、調査報告書

（マニラ首都圏総合交通改善計画調査（MMUTIS）を含む）

③　マニラ首都圏の開発計画

④　道路交通、河川交通にかかるデータ
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⑤　道路、橋梁、護岸等、調査地域内の交通インフラに関する、各種登録台帳と技術データ

⑥　道路と河川の交通と交通インフラに関する法制度

⑦　橋梁に関する、過去から現在にいたる各種仕様と基準

⑧　政府と関連機関の財政状況

⑨　船舶衝突記録

⑩　その他、調査に関連するデータ

２）　社会条件調査

①　調査地域におけるスクォッターを含む土地利用状況調査と土地取得に係る調査

②　調査地域における社会経済条件調査

３）　橋梁の現況調査

①　橋梁上での交通量調査とMMUTISのキャリブレーション

②　橋梁の設計関連書類（設計計算書、設計図）、施工関連図面（施工図、竣工図）、維持管理

関連書類（維持管理記録、補修設計計算書、補修設計図）、橋梁台帳

③　橋梁の形状寸法調査（上部工、下部工、基礎工）の実施

④　橋梁の健全度調査と評価に係る基準の策定

⑤　目視点検と非破壊試験による健全度調査の実施

⑥　橋梁の自然災害（地震、風水害等）に対する脆弱性の検討

４）　橋梁の現況評価

①　橋梁の構造的健全度と災害への耐性の評価（老朽化、地震・風水害等）

②　橋梁の交通容量の評価（MMUTISの交通量予測結果による）

③　橋梁の現況評価表の作成

（２） 橋梁改善マスタープランの策定

１）　橋梁改善マスタープランの策定

①　各橋梁の対策工（補修、架替、補強、拡幅等）の決定

②　各橋梁改善プロジェクトの優先順位づけ

→各橋梁の対策工決定と優先順位づけにあたっては、構造的緊急性、都市計画的緊急性、

並びに交通管理計画を含めた施工条件等を考慮する。

２）　F／S対象橋梁改善プロジェクトの選定

①　財政事情を考慮した、F／S対象橋梁改善プロジェクト数の決定

②　緊急性を有する橋梁改善プロジェクトの選定

３）　船舶衝突防止のための諸策の検討

①　船舶衝突状況調査の実施



－43－

②　関連法制度のレビューと提言

③　船舶衝突防止システムの検討と提言

（３） 優先橋梁改善プロジェクトのF／S

１）　自然条件調査とF／S対象橋梁の詳細現況調査

①　対象橋梁を中心とした地形測量の実施

②　対象橋梁を中心とした地質調査の実施

③　対象橋梁の詳細現況調査

２）　交通量予測

①　MMUTISと施工時交通対策を考慮した、F／S対象橋梁における交通量予測

３）　設計基準と仕様の設定

①　設計基準と仕様の設定

②　耐震基準の設定

③　パッシグ川改修計画を考慮した、景観設計方針の策定

④　橋梁の付加機能（ライフライン添架等）に係る検討

４）　構造比較検討

５）　橋梁と接続道路の改善に係る概略設計

６）　船舶衝突対策工の概略設計

７）　施工時交通対策を含む施工計画の検討

８）　環境アセスメント（環境影響評価（EIA））の実施

①　社会環境への影響の検討

②　自然環境への影響の検討

③　住民移転計画の検討

④　環境管理計画の検討

９）　維持管理計画の策定

10）　概略積算の実施

11）　経済・財務分析

①　経済便益の算定

②　経済分析（費用便益比、経済的内部収益率、感度分析）

③　各プロジェクトへの投資総額の算出

12）　事業実施計画の策定
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（４） 総合評価と提言

　橋梁現況評価とマスタープラン、F／Sと事業実施計画、維持管理計画、経済・財務分析、

環境影響、住民移転等の社会影響を総合し、調査に対する総合的な評価を実施するとともに、

事業実施に向けて今後果たすべき事項についても十分に検討し、本調査のまとめとする。

（５） アヤラ橋の検討

１）　既存データの収集とレビュー

　（１）１）で収集・レビューするデータに加え、次のデータを収集し、レビューを行う。

①　現橋梁補修計画と設計・施工書類（北側１スパン）

②　対処済み補修工の計画・設計・施工書類（南側１スパン）

③　隣接する病院、沿岸警備隊の橋梁利用状況

④　大統領官邸（マラカニアン宮殿）近接地域の各種規制

⑤　その他、アヤラ橋に関連するデータ

２）　詳細橋梁調査と評価

　（１）３）で実施する橋梁現況調査、（１）４）橋梁の現況評価を実施する。同時に（３）（a）で

実施する橋梁詳細調査も実施する。

３）　自然条件調査

①　アヤラ橋を中心とした地形測量の実施

②　アヤラ橋を中心とした地質調査の実施

４）　設計標準と仕様の策定

①　設計基準と仕様の設定

②　耐震基準の設定

③　パッシグ川改修計画を考慮した、景観設計方針の策定

④　橋梁の付加機能（ライフライン添架等）に係る検討

５）　構造・施工法の比較検討

①　各種対策工と構造形式、施工法の概略検討

②　対策工と構造・施工法の比較検討

６）　橋梁と接続道路の概略設計

７）　船舶衝突対策工の概略設計

８）　施工時交通対策を含む施工計画の検討

９）　環境アセスメント（EIA）の実施

10）　維持管理計画の策定

11）　概略積算
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12）　経済・財務分析

13）　事業実施計画の策定

６－４　調査団員構成

　本件調査は、次に示す分野をカバーする団員にて調査団を構成し、実施することが適当と考え

られる。

　なお、橋梁現況調査と概略設計のかなりの部分は現地再委託されるため、各団員はローカルコ

ンサルタントへの指示・監督を適切に実施できることが求められる。今回の調査ではワークショッ

プ・セミナーを通じた技術移転が積極的に実施されるため、各調査団員は指導者として技術移転

の現場を主導していく能力が求められる。

（１） 総　括

　調査全般、工期全般にわたって内容を把握し、調査実施方針を調査団全員に認識させ、調査

の円滑な遂行を図る。

　橋梁調査の方針、マスタープラン策定、F／S実施の取りまとめ役となるとともに、それぞ

れの調査段階において調査団としての結論を下す。

　調査の各段階において、ローカルコンサルトの取りまとめを行う。ローカルコンサルトによ

る現地再委託成果を照査責任者として照査する。

　ワークショップ・セミナーの企画・開催を積極的に実施し、調査団による技術移転に責任を

もつ。

（２） 橋梁設計

　全体橋梁調査、マスタープラン策定、F／S実施にて、橋梁計画・設計に係る各種検討・設

計業務とともに、各種自然条件調査を担当し、担当ローカルコンサルタントへの指示・監督及

び成果品の照査を実施する。

　ワークショップ・セミナーにて技術移転を積極的に実施する（橋梁維持管理手法等）。

（３） 健全度調査

　全体橋梁調査、F／S実施時の橋梁詳細調査にて、健全度調査の手法と評価方法を検討し、

実際の健全度調査を担当ローカルコンサルタントを用いて実施する。

　ワークショップ・セミナーにて技術移転を積極的に実施する（橋梁点検、健全度調査等）。
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（４） 施工計画・積算

　マスタープラン策定、F／S実施時に、交通管理計画を含めた施工計画と積算を実施し、担

当ローカルコンサルタントへの指示・監督及び成果品の照査を実施する。

　ワークショップ・セミナーにて技術移転を積極的に実施する（施工計画、施工時交通規制

等）。

（５） 交通計画

　MMUTISのレビュー、マスタープラン策定時の施工時交通規制検討を、F／S実施時の施工

時交通規制検討業務を担当し、担当ローカルコンサルタントへの指示・監督及び成果品の照査

を実施する。

　ワークショップ・セミナーにて技術移転を積極的に実施する（施工時道路規制、都市の交通

ボトルネック解消法等）。

（６） 河川航路計画・施設／河川計画

　収集した既存河川計画関連資料の評価を実施し、橋梁計画時の河川関連の条件を設定する。

　橋梁への船舶衝突状況調査、マスタープラン策定時の船舶衝突防止のための諸策の検討、

F／S対象橋梁の船舶衝突対策工の概略設計を実施する。

　ワークショップ・セミナーにて技術移転を積極的に実施する（船舶衝突対策等）。

（７） EIA

　全体橋梁調査、マスタープラン策定、F／S実施時に、調査対象地域の社会条件調査と評価

を実施と住民移転計画検討業務を担当し、担当ローカルコンサルタントへの指示・監督及び成

果品の照査を実施する。

　ワークショップ・セミナーにて技術移転を積極的に実施する（住民移転計画等）。

　F／S実施時に、調査対象地域の環境影響評価書の作成を担当し、担当ローカルコンサルタ

ントへの指示・監督及び成果品の照査を実施する。

（８） 経済／財務分析

　マスタープラン策定、F／S実施時に、調査対象プロジェクトの経済・財務分析を実施す

る。
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６－５　調査スケジュール

　本調査は2002年９月下旬より開始し、約18か月後の終了を目処とする。また、各報告書作成の

目処は次の工程によるものとし、各報告書による報告事項を示す。

（１） IC／R：インセプションレポート

・調査方針の再確認

・全体調査実施計画と工程の提示（アヤラ橋含む）

・技術移転計画と工程の提示

（２） PR／R：プログレスレポート

・既存データの収集結果とレビュー結果

・橋梁点検結果と評価

・アヤラ橋F／Sの中間報告（概略設計、施工計画まで）

（３） IT／R：インテリムレポート

・橋梁改善マスタープラン

・優先橋梁プロジェクト選定結果と、F／Sの実施計画提示

・アヤラ橋F／S結果

（４） DF／R：ドラフトファイナルレポート

・優先橋梁プロジェクトF／Sを含む調査全体

（５） F／R：ファイナルレポート

平　成　14　年　度 平　成　15　年　度時　期

事　項 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

①データ収集と既存

　橋梁点検・評価

②橋梁改善マスター

　プランの策定

③優先橋梁改善プロ

　ジェクトのF／S

④総合評価及び提言

⑤アヤラ橋の検討

△ △ △ △ △
報　告　書

IC／R PR／R IT／R DF／RF／R
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パッシグ・マリキナ川橋梁改善計画調査　作業工程表
月　　　次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

[1] 国内準備作業
関連資料・情報の収集・分析
調査の基本方針、方法、工程、手順等の検討
インセプションレポートの作成

[2] 第１次現地調査
インセプションレポートの説明・協議

(1) 既存データ収集と橋梁現況調査
既存データ収集とレビュー
社会条件調査

社会条件調査（現地再委託）
交通量調査

交通量調査（現地再委託）
橋梁の現況調査

橋梁現況調査（現地再委託）
橋梁の現況評価
橋梁の現況評価（現地再委託）
プログレスレポートの作成
プログレスレポートの発表・協議

(2) 橋梁改善マスタープランの策定
橋梁改善マスタープランの策定
F／S対象橋梁改善プロジェクトの選定
船舶衝突防止のための諸策の検討

[3] 第１次国内作業
インテリムレポートの作成

[4] 第２次現地調査
インテリムレポートの説明・協議

(3) 優先橋梁改善プロジェクトのF／S
自然条件調査とF／S対象橋梁の詳細現況調査

測量（現地再委託）
土質調査（現地再委託）
橋梁詳細現況調査（現地再委託）

設計基準と使用の設定
構造比較検討

橋梁設計（現地再委託）
橋梁と接続道路の改善に係る概略設計

橋梁設計（現地再委託）
船舶衝突対策工の概略設計
施工時交通対策を施工計画の検討

施工計画補助（現地再委託）
交通量解析（現地再委託）

環境アセスメント（EIA）の実施
環境アセスメント（現地再委託）

維持管理計画の策定
概略積算の実施

積算補助（現地再委託）
経済・財務分析
事業実施計画の策定

(4) 総合評価と提言
[4] 第２次国内作業

ドラフトファイナルレポートの作成
[5] 第３次現地調査

ドラフトファイナルレポートの説明・協議
[6] 第３次国内作業

ファイナルレポートの作成
(5) アヤラ橋の検討（第1次現地作業にて実施）
既存データの収集とレビュー
詳細橋梁調査と評価

詳細橋梁調査・評価（現地再委託）
自然条件調査

測量（現地再委託）
土質調査（現地再委託）

設計標準と仕様の策定
構造・施工法の比較検討

橋梁設計（現地再委託）
橋梁と接続道路の概略設計

橋梁設計（現地再委託）
船舶衝突対策の概略設計
施工時交通対策を含む施工計画の検討

施工計画補助（現地再委託）
交通量解析（現地再委託）

環境アセスメント（EIA）の実施
環境アセスメント（現地再委託）

維持管理計画の策定
概略積算の実施

積算補助（現地再委託）
経済・財務分析
事業実施計画の策定
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６－６　調査実施上の留意点

（１） 技術移転項目

　技術移転の主な項目は、本邦の健全度調査・評価手法と、施工時交通対策を含めた都市内土

木施工計画手法である。

　技術移転手法として、OJTとセミナー・ワークショップを実施する。

　本調査は1989年に実施された「フィリピン国幹線道路主要橋梁改修計画調査」にて維持管理

手法が技術移転されていることを前提として実施する。しかしながら、本格調査冒頭の維持管

理状況のレビューを実施し、技術移転状況が不十分であると判断される場合、橋梁健全度評価

手法にあわせて維持管理手法の技術移転をセミナー・ワークショップ等の方法で実施すること

が必要となる。

（２） 上位計画の尊重

　マニラ首都圏の交通網整備計画である、MMUTISを与条件とする。ただし、適用にあたっ

てMMUTISの十分なレビューを実施する。

（３） 橋梁形式・施工法の検討

・都市土木における橋梁形式・施工法（交通規制を含む）の検討においては、工事中の交通規制

による社会・経済への影響など様々な要素を考慮する必要があり、経済的合理性のみにより結

論を導くことは適当ではない。

・橋梁形式や施工法（交通規制を含む）について、その決定時には各種条件を考慮した選択肢を

JICA側より示し、フィリピン側にて主体的に判断することが必要である。

・景観設計の必要性と考え方及び交通規制の基本的な考え方は、カウンターパート側にて整理

される必要がある。カウンターパート側でのこれらの検討にあたって、調査団は本邦の関連制

度等を紹介することが必要である。

（４） 調査の効率的実施

・調査の効率的かつ効果的な実施のため、現地コンサルタントと既存地質データ・測量デー

タ、JBIC河川改修事業での河川データ・地質データを積極的に活用すること。現地再委託と

各種既存データの適用にあたっては、現地において現地再委託業者を適切に指導・監督すると

ともに、現地再委託結果と各種既存データの十分な照査をもって調査に適応することが求めら

れる。

・コンサルタントはプロポーザルにて再委託業務を含む調査内容の照査手法（チェックシート

等を用いた照査手法）と調査団内と本社での照査体制を提案することが望ましい。
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（５） ステアリングコミッティとカウンターパート要員

１）　ステアリングコミッティ

　ステアリングコミッティはDPWHを議長として、国家経済開発庁（NEDA）、マニラ首都

圏開発庁（MMDA）、運輸通信省（DOTC）、フィリピン沿岸警備隊（PCG）、パッシグ川再生

委員会（PRRC）等から成り立つ。

２）　カウンターパート人員

　調査団にアサインされるカウンターパート人員については、長はDPWHから常任とし

て、その他の人員は関係省庁から非常勤として選任される。カウンターパート人員の担当分

野を次に示す。

①　道路工学、橋梁工学、河川工学、地質工学、道路交通計画、道路交通管理

②　河川交通計画、河川交通管理、社会環境、自然環境、経済分析

６－７　橋梁現況調査・詳細調査と調査用機材

　調査の実施にあたって、実施する各種試験と、試験に必要な機器を次に示す。

　調査用資機材は原則として本格調査コンサルタントがリース・レンタル・購入等の方法で調達

する。ただし、購入品は消耗品とみなされるもの、安価で汎用的であるものに限る。各種調査の

作業用足場となる、高所作業車・台船等は調査を担当するローカルコンサルタントが調達するこ

ととする。

（１） 橋梁現況調査

・形状調査

→各種測量、音響水中探査（下部工、基礎工の洗掘部）など

・材料調査

→シュミットハンマー、カラーチェック等の非破壊試験など

（２） F／S時に実施される橋梁詳細調査

・詳細構造調査

→ノギス（下フランジ等）、超音波板圧測定（ウェブ等）を用いた鋼板の板厚確認（健全部）

→定荷重車を用いた主構造、床版、床組構造のひずみ測定など

・詳細材料調査

→コンクリートコア抜きによる強度確認

→鋼材の化学成分分析検査（溶接補修時に活用）

→材板の強度確認（ビッカース硬さ試験等）など
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・損傷状態の調査

→鋼板腐食部の残存板圧の確認（超音波板厚測定）

→鋼板亀裂の確認（近接目視確認による塗装割れ及び錆汁の確認、カラーチェック（PT）等）

→PCゲルバー部のクラック状態確認（近接目視による計測）など

６－８　ローカルコンサルタント

（１） 社会条件・EIA

　フィリピンでは、EIAは環境天然資源省（DENR）に登録されたコンサルタント会社が行うこ

とになっている。42社の登録リストには、社名、所在地、電話番号、E-mailアドレス（ただし

半数程度）、及び担当者名が載せられている。これらの会社は、EIAだけでなく、総合コンサ

ルタントを業務としている会社、社会調査、環境調査、交通調査などの個別分野を専業として

いる会社からなる。

　既存のJICA報告書にあるローカルコンサルタントリスト、カウンターパート機関からの紹

介等にもとづき、６社とコンタクトして、アンケート調査を行った。アンケート項目は社名、

設立年月日、所在地（住所、電話、FAX、E-mail）、責任者、業務範囲、業務経歴、技術者の

種類と数、担当窓口、過去３年間の契約額、所有設備等である（付属資料６参照）。

　各社ともJICA、国際協力銀行（JBIC）、アジア開発銀行（ADB）、世界銀行、DPWH、

DENRなどからの道路橋梁に係る環境関連案件の豊富な業務経験を有する。調査した６社に

ついては、本件の社会調査、環境調査及び環境影響評価を再委託するに足る十分な技術力を有

している、と判断される。

（２） 自然条件調査

　マニラにはエンジニアリング全般を業務とする総合コンサルタントと、地質調査や測量など

を専門的に業務としているコンサルタントがある。

　これらの多くは、本件の自然条件調査を再委託するに足る十分な技術力と資機材を有してい

る。

（３） 橋梁調査・設計

　総合コンサルタントのいくつかの大手コンサルタントは、豊富な歴史・技術力・保有資機材

を有し、ヨーロッパやニュー・ジーランドのコンサルタントと提携しているものもある。

　我が国のJICA、JBICやADBなど外国の援助機関にかかる案件を経験しているところも多

く、本件の現況調査や概略設計を実施する能力を備えている。
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